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   弁護士法人大江橋法律事務所 

弁護士 藤本 豪 

本年７月より東京事務所に入所致しました、藤本豪と申

します。 

東京大学法学部を卒業後、2003年にアンダーソン・毛利

法律事務所（当時）に入所し、2006年に同事務所の北京事

務所で研修、2011年に同事務所を退所後、上海市の現地法

律事務所にて勤務、2014年に帰国後は、西村あさひ法律事

務所及び渥美坂井法律事務所・外国法共同事業に勤務し、

これまで日本企業・日系企業の皆様のために、中国でのビ

ジネスに関する法的サービスを提供して参りました。2014

年には「中国ビジネス法体系 部門別・場面別」（日本評

論社）という書籍も執筆・出版させて頂いております。 

中国でのビジネスは、予期せぬ出来事が多く発生し、日

本と比べて不確実性が高いとのご感想をお持ちの方が多い

のではないでしょうか。小職も、これまで頂いてきた様々

なご相談を通じて、また、中国での自身の体験を通じて、

日本と中国との土壌の違いを度々感じて参りました。例え

ば、立法について申し上げますと、日本の場合は、予見可

能性の確保が非常に重視されますので、できるだけ具体的

な意味が明確になるよう、多くのケースを想定して議論を

重ね、細かい点にも目配りしたうえで法案の文言を練りこ

みます。他方、中国の場合は、社会の変化のスピードが速

く、しかも地域ごとに変化のスピードや方向、ベースとな

る元々の社会慣習や文化等が大きく異なっていることから、

立法においては包括性が重視され、その結果、日本の法令

と比べて抽象度の高い、不明確かつ広汎な規制がつくられ

ることになります。（言うまでもなく、これには両国の政

治体制の違いも大きく影響しているものと存じます。） 

このように土壌の違う中国では、法的リスクの評価やあ

るべき対処法についても、自ずから日本と異なるものにな

ります。例えば、コンプライアンスについて、「存在する

ルールを全て守る」という方針を採ったとしましょう。中

国ではルールの外縁が不明確な場合が多いため、一体何が

「存在するルール」なのか分からないという場面に多々遭

遇し、困ることになります。中国においては、「ルールを

整理分類し、合理的かつ妥当なプロセスを適用することで

遵守する」といった方針のほうが、実際の状況に適合しや

すいと考えております。 

上記は一例でございまして、日本と中国の土壌の違いは

数多くの面において存在致します。そういった違いを踏ま

えたうえで日本企業・日系企業の皆様と親身になってお話

しさせて頂けるのが、日本の法律事務所、とりわけ中国に

拠点をもつ日本の法律事務所の良いところであり、お役に

立てるところでもあると考えている次第でございます。 

最近は日本のビジネス環境においても、変化への対処、

不確実性への対処の重要性が強調されるようになって参り

ました。変化への対処、不確実性への対処について学ぶに

は、中国は最適な場の一つと思われます。今後益々精進さ

せて頂く所存でございますので、何卒倍旧のご指導ご鞭撻

の程、宜しくお願い申し上げます。 
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